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　まちづくりに関わるＮＰＯは多くの地域で見られま
すが、近年は観光まちづくりなど、観光と関わりを持
つ活動が増えています。ここでは、障がい者や高齢者
への配慮を考える観光バリアフリーに取り組むＮＰＯ
法人日本バリアフリー観光推進機構の活動をご紹介し
ます。

１．着地型バリアフリー観光の推進
　日本バリアフリー観光推進機構は、2011年にＮＰ
Ｏ法人格を取得しました。各地のＮＰＯなどの団体が
メンバーとなるネットワーク組織として作られていま
す。メンバーであるサポート組織は、各地で障がい者
支援やまちづくり、観光バリアフリーに取り組む団体
で、北海道から沖縄まで15の地域の団体が参加して
います。総務省の地域ＩＣＴ利活用広域連携事業を利
用して各地のバリアフリー情報を提供・共有するWeb
サイトを作ったことがこの法人発足の契機になってい
ます。各地の観光・宿泊施設などのバリアフリー情報
を利用者に無料で提供するとともに、その情報を共有
し、各地で利用者への観光相談やアドバイスを行う相
談窓口を設置しています。
　この相談窓口は、ＮＰＯ法人伊勢志摩バリアフリー
ツアーセンターが三重県鳥羽市で始めた活動がモデル
となっています。各地から伊勢志摩を訪れる障がい者
や高齢者のために、地元の観光施設のバリアフリー状
況を調査し、利用者へのアドバイスを通して地域の観
光促進を行うというものです。伊勢志摩バリアフリー
ツアーセンターの活動によって、地元の観光バリアフ
リーの情報が一元化され、観光事業者にとっても有益
な活動であると評価されてきました。地域観光を推進
するにあたり、行政や民間が協力して積極的に取り組
む傾向は近年着地型観光と言われていますが、バリア
フリーツアーセンターはいわば着地型観光にバリアフ
リーの発想を取り入れようとするものと言えます。こ
のような活動に各地の団体が関心を寄せバリアフリー
ツアーセンターを設置する動きがでてきました。同機
構は、こうした動向をネットワークとして束ね、全国

にバリアフリー観光を広げていこうとする試みです。

２．活動の特徴
　このように、同機構は非営利組織のネットワークが
基盤となって形成されていますが、その活動には以下
のような特徴があります。
　ひとつは、メンバーの各サポート団体は独自に地域
で活動を行ってきた団体であり、活動内容はそれぞれ
異なっていることです。そもそも観光に関わらず、障
がい児童のデイサービス、障がい者支援を行ってきた
団体も含まれています。また宿泊施設など観光事業者
が中心となって組織を立ち上げたところもあります。
このように各組織はそれぞれ独自の活動を持ちながら
このネットワークに参加しています。
　２点目として、これらの異なる組織をネットワーク
の一連の活動に繋げるための実践理念として、「パー
ソナルバリアフリー基準」を事業ポリシーとしている
点があげられます。バリアフリーやユニバーサル・デ
ザインを考えるとき、客観的な数値的基準を求めるこ
とがよくありますが、パーソナルバリアフリー基準は
障がいによるバリアは個人によって異なるという視点
に立ち、利用者個人のニーズに寄り添いソフトである
サービスに焦点を置きます。また、各組織では障がい
者自身が活動に携わることも重視されています。
　３点目は、市場経済へのアプローチが念頭に置かれ
ている点です。とはいっても、事業収益中心のビジネ
スモデルを確立しているということではありません。
利用客への観光情報提供や相談は無料で行っており、
事業収益は運営の基盤になっていません。目指すの
は、障がい者や高齢者の観光利用者の増加、地元へ
の観光客の誘客、観光事業者の集客・収益向上への
協力であり、バリアフリーに配慮した観光インフラや
サービスの質を上げることです。このことは一見、市
場へのアプローチと言っても間接的なものでありビジ
ネス性を前面に出さないため、目標への道のりを遠く
感じさせるものかもしれません。しかし、これまで観
光市場を担う企業の論理と行政の福祉政策の谷間で、

04. 観光のバリアフリー化と
地域活性化
中子富貴子（大阪市立大学大学院創造都市研究科博士(後期)課程）
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４．今後の可能性
　本稿でこの日本バリアフリー観光推進機構をご紹介
した理由は、以下の点に注目するからです。１点目と
して、この法人の中心的役割を担っている伊勢志摩バ
リアフリーツアーセンターは、これまで観光のバリア
フリー化に取り組む先駆的なＮＰＯとして注目を集め
てきた組織です。ＮＰＯ法人格を取得してすでに約10
年、地元に根付きながら持続的に活動をしてきたＮＰ
Ｏ法人です。このＮＰＯ法人が次のステップとして打
ち出したのが、他地域での協力組織の立ち上げと全国
的なネットワーク形成でした。これは、ＮＰＯ一般の
今後の動向や展開を考える上で参考となる示唆を含ん
でいると考えられます。
　２点目は、ＮＰＯの本来の力量が発揮されるべき協
働という観点からの示唆です。協働とは、ＮＰＯの活

動を通じて市民参加が促進され、市民が「公」を担う
存在として力をつけ影響力を増すことがひとつの目的
といえます。地域と言っても人口規模や産業構造、文
化、歴史がそれぞれ異なり、安易にマニュアル化され
た組織運営手法やノウハウに頼らず、各地域の実情に
沿い自身の地域を相対化していくことが求められるは
ずです。同機構のネットワークでは、各組織の多様性
と主体性を保持しながらＮＰＯの社会的影響力を全国
規模に広げていくことが目指されていますが、一方で
ネットワークに参加する組織が力量をつけ、その力を
地域の活動に返していくことが可能になれば、協働の
質は向上していくのではないでしょうか。
　ここで紹介した日本バリアフリー観光推進機構の活
動は、まだ日が浅く今後の活動展開には未知数の部分
もありますが、注目していきたいと考えています。

観光という余暇を充分に享受できなかった人々のニー
ズに対応するには、市場へのアプローチと同時に、市
場そのものの仕組みを変えていく努力が必要です。こ
の法人が目指しているのは、従来型の観光市場の活性
化ではなく、利用者のニーズに沿った市場の新たな形
成であり、観光を通じた地域の活性化と言えます。
　観光に取り組むＮＰＯの多くは、交流人口の増加、
言い換えれば観光客の数値的増加が成果として評価さ
れる傾向にあります。交流人口の数値的増加は確かに
活動の成果を可視化させるものですが、数値だけに一
喜一憂するのではなく、多様な人々に観光の機会を提
供することや観光客と住民の交流を促すなことなど、
質の問題として取り組む課題もあります。観光まちづ
くり、観光における地域活性化の本来の意義とは、そ
のような質の向上も可能にする地域の基盤を作ること
であり、障がい者や高齢者も含めた多様な住民の参
加、活動の場、雇用も含めた経済活性化への視点など

多様な視点が必要です。障がい者や高齢者など、これ
まで観光市場から排除される傾向にあった層に視点を
向ける同機構の理念と活動は、ＮＰＯでしか取り組め
ない課題に取り組み、地域社会の基盤をつくる重要な
存在として評価されるのではないかと考えられます。

３．東北での全国フォーラム
　同機構は上記のような活動の他に、各地で「バリア
フリー観光全国フォーラム」を毎年行います。2011年
は松江市にて開催されましたが、奇しくも当日は東日
本大震災当日となってしまいました。すでにこの日、
来年は必ず東北でフォーラムを行い、復興に向けて歩
き出そうとメンバーで決意が固まったそうです。その
通り、2012年２月には仙台にて全国フォーラムを行い
ました。被災地をはじめ、松島、会津なども訪れるモ
ニターツアーも実施されました。

「松江市でのモニターツアー（2011年３月）」。松江城の石段を上が
るための車いすを観光協会が購入しています。 「2012年全国フォーラム」出典

ＮＰＯ法人日本バリアフリー
観光推進機構
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